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研究要旨 本研究では保健指導者のレベル確認と研修効果の評価を行い、保健指導者で強

化すべき点を明らかにすることを目的とした。今年度は、①保健指導者の知識・スキル

についての習得度・認知度に関する調査票を作成、②習得度・認知度を全体と職種別に

分析、一部の結果について、認知度の保健指導者の所属による差、保健指導経験年数や

従事頻度による差を検討した。 

① 調査票作成：標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】の研修ガイドラインをも

とに、健診データの情報提供の在り方、禁煙、節酒、身体活動について習得度に関す

る調査票を作成した。特定保健指導研修会基礎編用調査票、計画・評価編用調査票、

特定健診・特定保健指導、身体活動基準 2013 の認知度調査票を作成した。 

② 調査実施：2,194 人の調査結果を得た。基礎編では「健診結果から身体変化と生活習

慣の関連を説明」、「生活習慣の改善点を対象者と考える」、「保健指導の目的とスケ

ジュールについて説明」の習得度・認知度は高く、「問題飲酒のスクリーニングテスト

（AUDIT）を使った適正飲酒支援」、「禁煙支援マニュアルに基づく短時間支援」、「同

マニュアルに基づく標準的支援」の習得度は低かった。計画・評価編に関する調査で

は「健康日本21」、「標準的な健診・保健指導プログラムの内容理解」、「保健事業にPDCA

を活用」が高く、「社会資源を活用した実施体制の構築」、「禁煙支援マニュアル」、「対

象者評価から企画やプログラムを評価」は低かった。認知度調査では「ロコモ」、「健

康日本 21」、「メタボの減量目標」の認知度が高く、「スマートライフプロジェクト」、

「研修ガイドライン」、「AUDIT」が低い。習得度・認知度に職種間差が見られた。所

属により認知度に差がみられ、保健指導経験 1 年以上で、従事頻度週 1 日以上で、そ

れ未満と比較して認知度が高い結果となった。 

 以上より、習得度・認知度は項目によって差があること、受講者の職種、所属機関、

保健指導経験年数、従事頻度により差がみられることが明らかになった。研修会を企画・

運営する上で、受講者の属性により内容を考慮すべきと考えられた。 

 

 

 

 



 

A．研究目的 

 研究の目的は、保健指導者のレベル確認と研修

効果の評価を行い、保健指導者で強化すべき点を

明らかにすることである。 

 保健指導者の知識・スキルについての習得度・

認知度に関する調査票を作成、研修会開始時ある

いは研修会の前後に実施した。 

全体として習得度・認知度の高い項目・低い項

目を明らかにするとともに、職種別の習得度・認

知度の差を検証した。一部の結果については、保

健指導者の所属による差、保健指導者の経験年数

や従事頻度による差についても検討した。 

 

B．研究方法 

【調査票の作成】 

 標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】

の研修ガイドラインをもとに、健診データの情報

提供の在り方、禁煙、節酒、身体活動の各専門分

野から出された意見を集約し、調査票を作成した。 

標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】

の研修ガイドラインに準ずる保健指導研修会（基

礎編）で用いる調査票①（研修前後の評価有）、

特定保健指導研修会（計画・評価編）で用いる調

査票②（研修前後の評価有）、特定保健指導研修

会以外で用い、「特定健診・特定保健指導、身体

活動基準2013」の認知度を問う調査票③（研修前

評価）、調査票③と内容は同じであるが学会員調

査等インターネット調査を想定した調査票④、特

定保健指導研修会において、基礎編と計画・評価

編の両方の内容を含む研修会用の調査票⑤（調査

票①＋調査票②）、特定健診・保健指導研修の各

論（例えば飲酒、禁煙等に内容を絞ったもの）を

内容とする研修会で用いる調査票⑥（調査票①の

研修前評価＋調査票③）あるいは調査票⑦（調査

票①の研修前評価）の合計7種類となった（参考

資料1～7）。 

使用する調査票の選択基準については図8を基

本とし、研修主催者の意向や時間的余裕等を考慮

のうえ決定した（図表1）。 

いずれの調査票においても、回答者の属性とし

て、性別、年代、所属、職種、勤務形態、保健指

導経験年数、保健指導の従事頻度を尋ねた。「保

健指導経験年数」としては、特定保健指導に限ら

ず、健診後の生活習慣改善支援等も経験年数に含

むものとした。 

調査票の各設問について、習得度あるいは認知

度を4段階で自己評価し、該当数字ひとつに○を

つけるよう記載した。 

特定保健指導研修会（基礎編）あるいは特定保

健指導研修会（計画・評価編）で用いる調査にお

いては、各項目の習得度を1（低い）・2（やや低

い）・3（やや高い）・4（高い）の4段階で問い、

「健康日本21（第2次）」、「健康づくりのため

の身体活動基準（アクティブガイド）」、「禁煙

支援マニュアル（第二版）」については、1（知

らない）・2（聞いたことはあるがよく知らない）・

3（内容を理解している）・4（指導において活用

している）の4段階で認知度を尋ねた。「特定健

診・特定保健指導、身体活動基準2013」の認知度

を問う調査票においては同様の尺度で認知度を

尋ね、「研修ガイドライン【改訂版】」について

は、1（知らない）・2（聞いたことはあるがよく

知らない）・3（内容を理解している）・4（人材

育成において活用している）の4段階を用いた。 

 

【対象】 

各研究者が主催した、あるいは講師を担当した

研修会の受講者を対象とした。 

合計2,194人の調査結果を得た。このうち、特

定保健指導研修会（基礎編）に関するものは943

例（調査票①、⑤、⑥）、特定保健指導研修会（計

画・評価編）に関するものは316例（調査票②、



 

⑤）、特定健診・特定保健指導、身体活動基準2013

の認知度に関するものは1,732例（調査票③、⑥）

であった。 

各項目について回答がなかったもの、認知度・

習得度に関して、複数回答のあったもの（例：1

と2の両方に○があったもの）は無効回答と扱い、

分析から除外した。 

 

【分析方法】 

１．特定保健指導研修会（基礎編）調査結果 

回答者の属性 

性別、年代、所属（市町村、健診機関、医療

機関、保健所、健康保険組合、企業、その他）、

職種（医師、保健師、看護師、管理栄養士、栄

養士、健康運動指導士、事務職、その他）、勤

務形態（常勤、非常勤）、保健指導経験年数、

保健指導の従事頻度（週に1日以上、週に1日未

満）について、回答者の属性を調べた。 

習得度・認知度の高い項目、低い項目 

  研修前の習得度が「4」と「3」と回答したも

のの合計の割合を用いて、習得度の高い上位5

項目を検証した。また、習得度が「1」と「2」

と回答したものの合計の割合を用いて、習得度

の低い下位5項目を調べた。 

職種別 習得度・認知度の高い項目、低い項目 

  職種別に習得度の高い項目、低い項目のそれ

ぞれ上位・下位3項目を調べた。なお、10例以

上の有効回答を得られた職種を分析対象とし

た。 

 

２．特定保健指導研修会（計画・評価編）調査結果 

回答者の属性、習得度・認知度の高い項目・

低い項目、職種別の習得度・認知度の高い項

目・低い項目について１と同様に検討した。 

 

３．特定健診・特定保健指導、身体活動基準2013

の認知度調査結果 

回答者の属性、認知度の高い項目・低い項目 

職種別の認知度の高い項目・低い項目について 

 １と同様に検討した。認知度調査については、

所属による認知度差が大きい項目、保健指導経

験年数、従事頻度別の認知度差についても検討

を加えた。所属については、「市町村、保健所」

「健診機関、医療機関」「健康保険組合、企業」

「その他」と分類、保健指導経験は「1年未満」

と「1年以上」、保健指導の従事頻度は「週1

日未満」と「週1日以上」で分類し、各項目の

認知度を比較した。 

 

C．研究結果 

１．特定保健指導研修会（基礎編）調査結果 

回答者の属性 

 女性80.5％、男性19.5％、年代では30歳代が最

も多く32.8％、次いで40歳代（26.3％）、50歳代

（20.8％）であった。 

 所属は、医療機関（41.9％）、健診機関（30.0％）、

市町村（9.9％）の順に多い集団である。職種に

ついては、保健師が最多で45.9％、次いで管理栄

養士（24.9％）、医師（18.6％）であった。 

 勤務形態は常勤が91.9％であった。保健指導経

験年数では1～3年が62.1％と最も多く、次いで4

～9年（26.6％）、1年未満（6.7％）であった。

保健指導従事頻度は週1日以上が39.6％、週1日未

満は60.4％であった。 

 

習得度・認知度の高い項目、低い項目 

習得度・認知度の高い上位5項目は以下の通り

であった。 

１．健診結果等から身体変化やリスク及び生活習

慣との関連が説明できる：77.3％ 

２．生活習慣について、対象者の生活状況や背景

を踏まえて何から改善することが可能か対



 

象者とともに考えることができる：77.2％ 

３．保健指導の目的と支援スケジュールについて

説明できる：73.8％ 

４．アルコールと生活習慣病の関連が説明でき

る：71.6％ 

５．たばこと生活習慣病の関連が説明できる）：

68.7％ 

一方、習得度・認知度の低い下位5項目は以下の

通りであった。 

１．問題飲酒のスクリーニングテスト（AUDIT)

を使って、適正飲酒の支援ができる：82.0％ 

２．「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、

短時間支援（ABR方式）ができる：77.8％ 

３．「禁煙支援マニュアル（第二版）」に基づき、

標準的支援（ABC方式）ができる：77.7％ 

４．グループダイナミクスを活かした集団的支援

（グループワーク等）ができる：77.2％ 

５．運動生理学としての体力測定・評価等につい

て説明できる：73.3％ 

 

職種別 習得度・認知度の高い項目、低い項目 

医師（n=175）、保健師（n=431）、看護師（n

=24）、管理栄養士（n=234）、事務職（n=68）に

ついて、職種別に習得度の高い項目、低い項目を

調べた（図表2）。 

全体の傾向と比べて、特徴のあった点として、

医師では「面談や電話、メール等を活用して継続

的なフォローアップができる（継続支援）」の習

得度が低く、看護師では「食行動と食事量をアセ

スメントする方法の違いを理解し、保健指導の中

で、適切な方法を用いることができる」、「ロコ

モティブシンドロームに配慮した保健指導がで

きる（ロコモ）」、「科学的根拠に基づき、対象

者の理解に合わせた効果的な学習教材を選定で

き、活用できる」の習得度や「アクティブガイド」

の認知度が低かった。 

管理栄養士は、「設定した食行動の目標を実行

すれば、どの程度の減量効果を期待できるか、エ

ネルギー量に換算して示すことができる（食行動

目標と減量効果）」の習得度が高い。事務職では、

「健康日本21」の認知度が上位に入り、「継続支

援」、「ロコモ」の習得度が低い。 

 

２．特定保健指導研修会（計画・評価編）調査結果 

回答者の属性 

女性76.7％、男性23.3％、年代では40歳代が最

も多く39.8％、次いで30歳代（31.4％）、50歳代

（15.9％）であった。所属は、市町村（55.9％）、

健康保険組合（25.7％）、企業（7.9％）の順に

多かった。職種については、保健師が最多で 

49.8％、次いで事務職（34.5％）、管理栄養士 

（9.6％）であった。 

 勤務形態は常勤が93.6％であった。保健指導経

験年数では1～3年が44.0％と最も多く、次いで4

～9年（22.3％）、1年未満（21.2％）であった。

保健指導従事頻度は週1日以上が23.5％、週1日未

満は76.5％であった。 

 

習得度・認知度の高い項目、低い項目 

習得度・認知度の高い上位5項目は以下の通り

であった。 

１.「健康日本21（第2次）」について：54.3％ 

２．標準的な健診・保健指導プログラム【改訂版】

の内容を理解できている：32.6％ 

３．保健事業におけるPDCAサイクルを使うことが

できる：31.6％ 

４．対象者の評価から、保健指導方法を改善する

ことができる：30.2％ 

５．健康課題から事業計画を立てることができ

る：28.4％ 

一方、習得度・認知度の低い下位5項目は以下の

通りであった。 



 

１．スポーツセンターや禁煙外来等の社会資源を

活用した実施体制を構築することができ

る：81.8％ 

２．「禁煙支援マニュアル（第二版）」：81.0％ 

３．対象者の評価から、企画段階やプログラムの

評価を行うことができる：79.8％ 

４．費用対効果や最終評価から、事業全体の評価

ができる：79.5％ 

５．集団全体において、健康課題を分析すること

ができる：77.0％ 

 

職種別 習得度・認知度の高い項目、低い項目 

保健師（n=156）、看護師（n=11）、管理栄養

士（n=30）、事務職（n=108）について、職種別

に習得度の高い項目、低い項目を調べた（図表3）。 

特徴のあった点として、「アクティブガイド」

は管理栄養士で認知度が上位に入り、看護師・事

務職では低い。「対象者評価から保健指導を改善」

は保健師・看護師・管理栄養士で高く、事務職で

低いのに対し、「事業全体評価」は事務職で高く、

その他の職種で低い。 

 

３．特定健診・特定保健指導、身体活動基準2013

の認知度調査結果 

回答者の属性 

女性66.2％、男性33.8％、年代では30歳代が最

も多く30.7％、次いで40歳代（28.3％）、50歳代

（21.7％）であった。所属は、医療機関（31.6％）、

健診機関（16.6％）、市町村（13.7％）の順に多

い。職種については、保健師と健康運動指導士が

多く（26.2％、25.8％）、次いで管理栄養士 

（17.3％）、医師（15.4％）であった。 

 勤務形態は常勤が85.8％であった。保健指導経

験年数では1～3年が35.8％と最も多く、次いで1

年未満（29.3％）、4～9年（19.1％）であった。

保健指導従事頻度は週1日以上が30.6％、週1日未

満は69.4％であった。 

認知度の高い項目、低い項目 

認知度の高い上位5項目は以下の通りであった。 

１．ロコモティブシンドローム：71.8％ 

２.「健康日本21」という国民健康づくり運動：

71.7％ 

３．メタボリックシンドロームを改善するために、

3-5％の減量でも効果が期待できること（減

量目標）：66.4％ 

４．「ハイリスクアプローチ」と「ポピュレーショ

ンアプローチ」：48.5％ 

５．「標準的な健診・保健指導プログラム【改訂

版】」：48.3％ 

一方、認知度の低い下位5項目は以下の通りで

あった。 

１．企業や団体が参加して推進している「スマー

トライフプロジェクト」という健康づくり運動

について：79.8％ 

２．「研修ガイドライン【改訂版】」：77.4％ 

３．問題飲酒のスクリーニングテスト（AUDIT)：

77.0％ 

４．「WHOのたばこ規制枠組み条約」：76.8％ 

５．「禁煙支援マニュアル（第二版）」：74.2％ 

 

職種別 認知度の高い項目、低い項目 

医師（n=289）、保健師（n=491）、看護師（n

=25）、管理栄養士（n=324）、栄養士（n=29）、

健康運動指導士（n=483）、事務職（n=206）につ

いて、職種別に習得度の高い項目、低い項目を調

べた（図表4）。 

特徴のあった点として、「食事摂取基準および

関連学会ガイドラインの食事療法」の認知度は管

理栄養士で高く、看護師で低いことがあげられる。 

 また、「健康日本21」はいずれの職種において

も認知度が高いが、特に保健師・管理栄養士で認

知している人の割合が高い。 



 

所属による認知度差が大きい項目 

 所属分類別にみると、「標準プログラム」は、

「健診機関、医療機関」、「市町村、保健所」で

認知度が高く、「健康保険組合、企業」で低い傾

向があった（図表5）。「ハイリスクアプローチ

とポピュレーションアプローチ」は「市町村、保

健所」で最も認知度が高く、「健康保険組合、企

業」で低い。 

「研修ガイドライン」「禁煙マニュアル」は全体

的に認知度が低いが、「健診機関、医療機関」で

やや高い傾向が見られた。 

 

保健指導経験年数、従事頻度別の認知度差 

 保健指導経験年数1年未満群（n=489）と1年未

満群（n=1,178）で比較すると、いずれの項目も

後者で認知度が高い（図表6）。特に認知度の差

が大きい項目としては、「標準プログラム」、「減

量目標」、「ハイリスクアプローチとポピュレー

ションアプローチ」であった。 

 保健指導従事頻度別では、いずれの項目も、週

1日未満群（n=1,113）より週1日以上群（n=490）

で認知度が高い。従事頻度により認知度差が大き

い項目は、「禁煙マニュアル」、「アクティブガ

イド」、「健康日本21」であった。 

 

D．考察 

 保健指導者のレベル確認と研修効果の評価を

行うために、保健指導者の知識・スキル政策につ

いての習得度・認知度に関する調査票を作成した。

今年度は約2,200人の調査票を回収、分析した。 

特定保健指導研修会の調査結果から、以下の点

が明らかになった。 

〇「健診結果から身体変化と生活習慣の関連を説

明」や「生活習慣の改善点を対象者と考える」

は習得度が高いが、「グループダイナミクスを

活かした集団的支援」の習得度は低く、個別支

援より集団的支援の習得度が低い傾向が見ら

れた。 

〇「アルコールと生活習慣病の関連」、「たばこ

と生活習慣病の関連」は習得度が高いが、

「AUDITを用いた適正飲酒支援」、「禁煙支援

マニュアル（第二版）」、「ABR方式に基づく

禁煙支援」、「ABC方式に基づく禁煙支援」と

いった標準的な健診・保健指導プログラム【改

訂版】に盛り込まれた新しい支援ツールの習得

度は低い。 

〇「集団の課題分析」、「プロセス評価」、「事

業全体評価」の習得度が低く、集団や事業全体

の分析・評価が不十分である。 

〇「社会資源を活用した実施体制の構築」の習得

度が低く、保健事業に社会資源を活用するとい

う視点が未だ十分でない。 

〇職種別の分析では、医師は「集団的支援」、「継

続支援」の習得度が低く、管理栄養士では「食

行動目標と減量効果」の習得度が高い。「対象

者評価から保健指導を改善」は、保健師・看護

師・管理栄養士で高く、「事業全体評価」は事

務職で高いなど、職種間で習得度に差が見られ

た。 

 

また、特定健診・特定保健指導、身体活動基準

2013の認知度調査結果から、以下の点が明らかに

なった。 

〇「ロコモティブシンドローム」、「健康日本

21」は、認知度が高く、約7割が「意味を含め

て知っている」あるいは「指導において活用し

ている」と回答した。「健康日本21」は、特に

保健師・管理栄養士で認知度が高い。 

〇「スマートライフプロジェクト」、「研修ガイ

ドライン【改訂版】」、「禁煙マニュアル」は

認知度が低いが、所属別にみると「健診機関、

医療機関」でやや高い傾向がみられた。 



 

〇保健指導経験年数・従事頻度別に認知度をみる

と、いずれの項目も保健指導経験が豊富な集団

で高く、保健指導に携わることを通じて保健指

導者の知識が向上している可能性が考えられ

た。 

 以上まとめると、習得度・認知度は、研修受講

者の職種、所属機関、保健指導経験年数、従事頻

度により差がみられた。研修会を企画・運営する

上で、受講者の属性により内容を考慮すべきと考

えられた。 

 研修前後の習得度比較については、今年度十分

な例数を得られなかったため、今後検証を加えた

い。 

 

E．結論 

 保健指導者の知識・スキルについての習得度・

認知度に関する調査票を作成した。 

 調査結果をもとに研修の評価指標を定め、研修

の標準化に活用できると考える。また、職種や団

体に特有の弱点を把握し、強化することにつなげ

ていきたい。 
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